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技術普及の経済分析＊

一課題と展望一
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　技術普及が経済発展にとって，とりわけ後発工業

化国の技術発展にとって，決定的な重要性を持って

いたあるいは現在もまた持っていることは，改めて

論ずるまでもないことである．しかしそれにも拘ら

ず，これ，までのところ経済学では，必ずしも十分に

その重要性が認識され，且つまたその実態が把握・

分析されてきたとは言い難い．

　それというのも，1つには普及という現象が，そ

もそも伝統的な経済理論の枠組みでは捉えきれない

側面を有していること，また2つには，普及に関す

る実証分析においても，その促進要因を確定するに

足るほど詳細にしてかつ広範な統計資料が揃ってい

る事例は少なく，それゆえ現実面からの情報の蓄積

も，経済分析を促進させうるほどには十分でない状

況におかれていることである．あるいは第3に，仮

にそうした資料・情報が完備している場合でも，普

及の問題は狭義の経済学の枠組みを超え，制度や組

織，文化などより広範な社会経済的枠組みの中でし

か捉えられない側面を有するがため，狭義の経済的

因果関係を抽出するのが困難な場合が多い．

　従って経済学における普及問題の分析は，社会学

や地理学など他の隣接面科学と比較する時，必ずし

も多いとは言えないかもしれない．事実，例えば

Rogersは，これまで最も積極的に普及問題を分析

してきた研究領域を9つに分類・再整理している

が1》，そこに経済学は含まれていないことなどから

も，それは窺われよう．

　しかし経済学の場合，他の隣接諸科学とは異なり，

必ずしも後述するような普及曲線の形態にあまり拘

泥することなく，むしろ普及の決定要因やその促進

機能など，現象形態の背後にある経済的諸要因に関

心が注がれ，その意味では実質的に普及問題を分析

しているといってよい研究が，少なからず存在する

のである．

　そこで本稿では，1つに，経済肇展の視点から，出

来るだけそうした論文を拾いあげること，また2つ

には，隣接諸科学をも含めた広い視野から，改めて

普及問題の鍵概念（Key　Concept）を再整理すること，

加えて3つには，日本経済に関する技術普及の実証

分析を中心に，真の普及促進要因を検討すること’

等々を目途とし，これまでの研究成果を簡潔に展望

しておきたい．

　なおこの分野の研究展望論文としては，先の

Rogersの著作をはじめ幾つかのものが，すでに存

在している2）．しかしそれらの多くは，必ずしも隣

接科学の分野までを広くは渉猟していないこと，ま

た経済学の分野ではほとんど皆無に等しいことなど

から，上述の我々の意図は，それなりの意味を持つ

ものと判断されよう．

　最後に，本稿で我々が「技術普及」という時，そ

れは技術革新（T㏄hnologlcal　Innovation）の普及な

いし革新的な技術の普及ということだけでなく，同

時に関連する経済制度や経済組織の社会的普及の問

題をも，広く含むものとしたい．以下第1節で，ま

ず我々は技術普及の理論ないし概念の問題を整理し，

続いて第II節では，具体的な個別技術の普及過程の

検討を通じて，そこから種々の普及促進要因を抽出

する一方，それらの社会構造との関係に関する今後

の研究方向への示唆を引き出したいと考える．

1技術普及分析への視点

1．伝統的経済理論と普及の概念

　すでにも指摘した如く，経済学の分野における技

術普及に関する研究は，一部の実証分析の領域を除

けば，著しく限られていると言わざるをえない．も

とよりそれは，偶然のことではなく，経済学におけ

る技術概念の規定の仕方あるいは普及現象の捉え方

に，さらには換言すれば，それらの概念を支える経

済理論体系そのものに起因していることは言う．まで

もないのである．

　経済学において，技術進歩（革新）は一般に第（1）【

式のような生産函数3）
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　　　　Y（’）＝F（K（’），L（’），’）　　　　　（1）

のシフトとして捉えられてきた。すなわち言い換え

れば，第（1）式が代表的企業の生産函数と解される

にせよ，あるいは産業全体の生産函数を意味するに

せよ∫いずれの場合でも技術進歩は，そのための投

入要素を一切要することなく，時間の経過とともに

自動的に生起するものと考えられてきたのである．

　従ってその量的把握は，当然のことながら，完全

競争市場と要素報酬に関する限界原理の世界で計算

される両生産要素への貢献帰属分の残差としてしか

把握できないことにならざるをえないのである．そ

のことは，教育支出や研究開発（R＆D）投資など関

連投入財を陽表的に導入しつ＼，産出一投入門部の

変化率から技術進歩率を計算するいわゆる成長勘定

（Growth　Accounting）方式の場合で略，本質は全く

変りないといえる．つまりそこでは，自律的に派生

した技術革新の成果は，瞬時的に経済全体へ均霜さ

れるものと考えられており，技術普及の問題は入り

込む余地すらないといってよいのである．

　これは経済学では一般に，（生産）技術という概念

が，「ある特定の生産目的にむけて組織化された知

識・情報の集合」として捉えられていることとも関

連しており，その結果そうした（技術）知識・情報は，

通常排他的に所有することが困難なため，経済主体

相互間ではほとんど外部経済効果（Externality）と

して対価を払うことなく，瞬時的に伝播され，ると理

解されていることにも起因しているのである4）．・

　しかしこうした概念規定は，普遍性はもつもの㌧，

あまりにも抽象的にして且つ非現実的であるといえ

よう．そこでその欠点を補うべく，少なくとも附表

的に技術普及の概念を導入し，普及効果を定式化し

ようとする試みが多少なりとも現われてきた．例え

ばNelson＆Phelps［1966］やNordhaus［1969第4

章］は，その代表的な例である．

　Nelson＆Phelpsの場合，その普及函数は第（3）

式
　　　　｝7（’）　」F（1（（’），14（’）1，（’））　　　　　　　　（2）

　　　　ただし為（彦）　＝　コr駈（’一z｛ノ（；z）），　　　（3）

　　　　　　　T（彦）篇7b〆，　z〃’ω＜0

のように定式化されている5）．すなわち技術革新は

常に，Ha1τod中立的な形で，言い換えれば労働力

の質の向上の場合と同じ形で社会全体に普及してゆ

くと，ここでは考えられている．それというのも社

会全体の教育水準（勿が，あるいは研究開発投資等

の増大によって各企業の技術者の水準が，上がれば

研　　究

あがるほど迅速に，技術革新を実現した企業が保有

している最高の技術は次々と普及・導入され，先端

企業の技術水準（T（’））と現在社会で支配的である

技術水準（Aω）とのタイム・ラグ（ωω）ないし

技術格差は，急速に解消してゆくものと想定されて

いるからである．

　確かにこうした普及函数の導入は，明らかに大き

な一歩前進であろう．特に教育投資が技術の普及速’

度を高めるという含意は，はなはだ示唆に富むもの

である，しかしその反面，このような定式化は，教

育投資の増大が労働の質を高める（A＝A㈲，ノγ

（勿＞0）という従来の想定と本質的にどこが異なる

のか，必ずしも明らかではない．言い換えれ，ぱ，譜

表的普及過程が不在な定式化にとどまる限り，普及

のメカニズムは十分に見えてこないとも思われるの

である．

　次に，Nordhausのモデルにも簡単に言及してお

こう．そこでは，次のような普及函数が想定されて

　｝を（’）　＝∂f（’）17（」k⊇（彦），Lf（’）），ゴ＝1，…　，1＞．　（4）

　　　　　ただ・告一α品）・曙

　　　　　　　　　十λ（1＞一1）（1－4）G（1～）　　（5）

いる6）．すなわち代表的第ゴ企業の技術水準の向上

は，資本一労働比率とは独立にHichs中立的な形で

実現される．たぐしその上昇率は，自企業の研究開

発投資の水準（R∂のみならず，社会全体で新たに

蓄積された技術知識（Bつや当該産業の他企業の研

究開発活動から生みだされた技術知識（（2V－1）G

（R））などにも依存するものと考えられている．

　なぜならば，ここでの技術普及とは本質的に，特

許制度では秘匿しきれない技術知識，例えば他の企

業や社会全体で生産されたものの一部（λ）が，横溢

（Spi11・over）効果ないし外部経済として企業に流入

することを意味しているからに他ならない．それゆ

えこのモデルでもまた，普及のメカニズムや普及過

程に伴う諸問題は，十分明らかにされているとは言

い難いのである，

　以上の如く，新古典派の経済学では，その主たる

関心が均衡の存在やその安定性に在ることもあり，

経済主体の構成にはとかく同質性（例えば代表的企

業や代表的家計の如く）を仮定しがちである．しか

しそのことはまさに，技術普及問題研究の出発点と

およそ相容れない仮定であるといわねばならない．

なぜならば，そこに異質性があるがゆえにこそ，新

技術の採用にも遅速が生じ，発明の企業化（商業化）
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第1図　S字型普及曲線
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した距離の概念を1つの手掛かりとしながら，それ

ぞれの問題意識の整理を行っておきたいと考える．

亙
2

　　　　革新者

0

隔……一一一一一t変曲点
　　　　i

　1’一学一㍉、
，’　　　　　　1　　　　　、、
　　　　1　　　　　　　　、、
　　　　　　　　　、鴨鞠

　　　　　　　　　　　　　　　　時間または
　　　　　　　　　　　　　　　　普及決定要因
注1）　正規分布とプロビット（累積正規分布）曲線の場合．

にも推進者と追随者の差異が発生すると考えられる

からである．その意味では同様に，完全情報の仮定

や予見可能性の仮定もまた抵触するものであるとい

えよう．いずれにせよ，それがリスクの相違であれ

情報量の差異であれ，完全に均質的とはいえない社

会状況から，普及問題の研究は出発するといってよ

いのである．

　技術普及の進展は，しばしば第1図に示されてい

るようなS字型（Sigmoid）曲線の形態をとって進行

することが多い．従って普及問題の研究もまた，そ

れでは一体何故普及の進展は，そのようなS字型曲

線となるのか，あるいはまた逆に何故そうはならな

いのか，といった問いから出発することが多い．そ

してそこから進んで，普及の促進要因や普及に到る

情報ルート，あるいは（技術）革新の種類・特性と普

及速度の関係や革新推進者（Inhovator）と追随者

（模儲：Follower；1㎜itator）の社会的鰍など，

様々な局面が一般に検討される．従って当然それら

はまた，普及促進機関や普及者団体などとの関連だ

けでなく，広く社会制度一般や社会組織あるいは文

化規範などとの問題とも深くか＼わってこざるをえ

ないがゆえ，学際的な視点がしばしば有効性を発揮

するといわれる．

　そこで本稿でも，以下簡単に隣接科学における普

及問題に対する視点を確認しておきたい．なおその

場合，普及現象は一般に，第1図の如く時間軸のう

えで捉えられることが多い．けれども普及という現

象が，ある革新的事物や理念の採用に伴う広がりを

指す以上，時間軸に変換する前にその起点からの距

離を測る何らかの距離の概念が存在しているはずで

ある．それゆえここでは，各隣接科学におけるそう

2．隣接科学における考え方と経済学の摸索

a．社会学の場合社会学では，1890年にG．
Tardeが『模倣の法則』を著して以来，普及現象は

主要な研究対象領域の1つと考えられてきた．事実

今日でも，普及問題に関する研究は，社会学の分野

が最も活発であることは，よく知られた事実である．

そうした社会学における普及問題への関心領域ない

し分析視点は，Rogersの前掲書に最もよくまとめ

られているといえよう．

　先にも定義した如く普及現象とは，技術革新や新

製品あるいは新しい制度や理念が，一連の採用

（Adoption）を経ながら広がってゆく様（過程とメカ

ニズム）を時間や空間の次元で捉えたものである．

従って当然，採用という行為が1つの核心をなすわ

けであるが，その点にとりわけ社会学は注目する．

　すなわち採用という1つの行為を対社会的に捉え，

その文化規範との斉合性や採用者の価値理念と社会

的位置の関係，あるいは採用者のタイプ別特性と採

用時点との関連（例えば第1図の正規分布下で，採

用の最も早い2．5％の人々は革新者と定義され，そ

の価値観や社会的属性が分析される）等々が，まず

基本的な分析対象とされる．

　またそうした視点は，一連の採用や採用（老）相互

間の関係を把握する場合にも，原則的に維持される．

例えば，普及に果たすリーダーシップや情報ルート

の意義や，普及促進機関や普及員の機能も，そうし

た社会的関係や社会規範のなかで位置づけられ，評

価されるといってよい．つま・り社会学では，常に普

及という現象を，その社会的背景のなかで位置づけ

ながら，人的関係相互間の親近度や影響力あるいは

ネットワークといった社会的距離で捉え分析すると

ころに，その主要な特徴を有すると判断されよう．

　例えばJones［1963］の論文は，こうした社会学的

枠組みに比較的忠実に従い，イギリスの酪農技術の

普及現象を検討しようとしたものであり，また先の

Katz　et　a1．［1963］やJones［1967］の展望論文も，同

様な視点から問題点の整理を行っている．といえる．

　なお当然ながら社会学には，普及過程におけるオ

ピニオン・リーダーの役割や情報の流路ないし伝達

システムの重要性などに焦点を絞って分析した示唆

に富む論文が，少なくない．例えば，Coleman　et

aL［1957］やCoughenour［1964］，　Becker［1970］など
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は，その好例かと思われる．またKatz［1957］らの

一連の研究も，普及過程での2段階情報採用説

（Two－step　Flow　Theory）を考えるうえで，種々の

支持材料を提供していて興味深い．他方インドの事

例にあっても，やはり情報伝達手段や情報源が大．き

な意義を有していることを，Rajagopalan＆Singh

［1971］は指摘している．しかしそれが，インドでも

どの程度普遍性を持つものかは，今後のより多くの

社会学的普及研究に侯つところが大であろう．

　ところでこうした情報ルートや人的社会距離に焦

点をあてた普及分析が，社会学特有のものであるこ

とは，とうもろこしの1代交雑種（Hybrid　Com）の

普及促進要因をめぐる論争過程で，否応なくまたよ

り鮮明に自覚されるに到ったものと思われる．

　そもそも技術普及の実証研究は，農村社会学にお

ける交雑とうもろこしの研究を契機に，飛躍的に発

展したこどは周知の事実である．その端緒は，

Ryan＆Gross［1943］やRyan［1948］などによって

開かれ7》，その後Griliches［1957］の経済学的分析を

もって，一層顕著な質的向上を遂げた．しかし後者

の分析は，その普及速度の決定要因を収益性
（Profitability）という経済変数のみに求め，そこに

社会学的変数の入り込む余地はないことを示唆した

ため8），そのことの当否をめぐり，論争が展開され

た．

　たfBrandner＆Straus［1959］とHavens＆
Rogers［1961］により，対案として提起された技術革

新の類同性（Congruence）と相互作用（lnteraction）

効果という要因は，収益性概念との境界や関連が不

明確であったこともあり，論争は必ずしも生産的で

あったとはいえない9〕．しかし今日からこの論争を

顧みる時，概念規定のあいまいさや誤解の問題は別

としても，論争が生じうる基本的な可能性が，少な

くとも2つはあったと我々は考える．

　その第1は，ロジスティック（Logistic）曲線のも

つ意味と相互作用の関係である．後述するように，

当時社会学では，ロジスティック曲線は専らいわゆ

る相互作用を示すモデルと解されていたと思われ，

そこに収益性の概念が，どのように相互作用と関連

してくるのかという素朴な疑問が生じたものと思わ

れる．事実Grilichesの立場は，我々のいう相互交

渉（作用）モデルとも，また臨界値モデルとも解され，

あいまいさが残るが，それは改めて論ずることとし

たい．

　第2に，真の見解の相違は，普及速度を規定する

要因が，経済的変数かあるいは社会学的要因かとい

った問題に在るのではなく，普及現象を捉える視点

が，ミクロかあるいはマクロかといった問題に在っ

たと思われることである．すなわち社会学の場合，

普及問題の核心は，個々の採用を規定する情報や人

的関係に在ると考えるのに対し，経済学では，マク

ロの状況を支配する経済的要因にのみ，主として関．

心を示すからである．従ってこうした両者の問題意

識の差異に起因する集計問題は，今日でもまだ解決

されているとはいえないのである．

b．地理学の場合　地理学における主要な距離概念

が，空間的距離であることは論を侯つまでもない．

従って普及の問題も古くから，慣習や文化，伝染病

などが波形状に拡散してゆく様を，比較的直裁な手

法で捉えることがなされてきた10｝．しかし本格的に

普及問題の研究が展開されるのは，Hagerstrand

［1967］によるモンテカルロ法の応用が開発された後

のことであるといっても過言ではない11》．

　以後モンテカルロ・シミュレーションを用いた応

用研究が陸続と報告されているが，それらの事例の

多くが，Brown［1981］によって紹介されている．ま

たこのH琶gerstrand法とでもいうべきシミュレー

ション法の持つ問題点は，杉浦［1976］によく整理さ

れている．

　、なおこの手法は，乱数表による確率過程に大きな

意義を与えるモデルであることから，確率モデルと

呼ばれ，従来の空間的距離や人口を主変数とし，距

離減衰函数（Distance　Decay　Fmction）などによっ

て説明されるモデルを決定論的（Deterministic）モ

デルと呼んで，大別している．

　後者の場合，その距離減衰函数（第2図参照）は対

数正規型にせよ指数分布にせよ，基本的には広義の

伝統的重力（Gravity）モデルの変形として導．出され’

うると考えてよい12）．しかしその結果，距離が人々

の相互接触の頻度やあるいはまたその反映として技

術革新の採用度を説明しえたとしても，伝染病など

の場合を除き，それでは一体なぜ空間的距離がそれ

を説明しうるのか，という次の疑問が生じて来ざる

をえないのである．

　そこで単純な距離減衰函数を超え，因子分析によ

る地域構造の抽出や，多重回帰分析による距離以外

の要因をも含めた因果関係の把握など，いくつかの

方向への模索が試みられている13）．従って確率モデ

ルもまた，たとえそれが今日の圧倒的な主流である

とはいえ，そうした努力の一環と見倣されて然るぺ
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きであろう．

　Hagerstrandによるモンテカルロ法モデルの本

質は，ある普及主体が，他の主体と直接接触（交渉）

しうる空間域（それを平均情報圏MIFと呼ぶ）を，

距離減衰的な確率密度函数を考えることによって設

定し（第2図参照〉，その域内で一種のブラウン運動

的確率過程がくり返されながら，技術や情報が伝播

してゆく（接触を受けた主体もまた，自己の．MIFを

持ちその域内で伝播をくり返す）と考える一種の相

互交渉モデルであるといってよい．

　もとよりそこには，より現実性を持たせるために，

現実に応じた地理的障壁や文化的社会的障壁などが

導入されたり，都市のような人口稠密で情報密度の

高い地域は，そこが新たな1つの普及拠点となりう

る事前的設定（それは近接地へ波形状に普及する近

隣効果と区別され，階層効果と呼ばれる）を許容す

るなど，様々な工夫が施されている．

　また平均情報圏の三二とそこに付与される確率の

確定が，最も困難にして且つ微妙な問題を含むが，

通常労働移動や知人訪問の範囲，あるいは電話の通

話域や買物圏，通婚圏など種々の補助清報を用いて，

空間的距離と接触頻度との関係が推定される．典型

的には，例えば第2図のように，5×5の格子域が設

定され，パレート（Pareto）分布や負の指数分布など

に基づく確率が，各格子枠（普及の中心地から区画

の中心地までの距離に応じて）に与えられることが

多い．

　そしてこうした種々の半仮説的設定のもとで捉え

られた空間的普及現象が，実際の普及状態と比較対

照され，モデルの妥当性が検証されるのである．

H護gerstrandに倣ったこうしたモンテカルロ・シ

ュミレーション法は14》，60年代以降様々な改良工夫

とともに，普及分析の主流を占めるに到ったが，そ

Kenyaにおける商品作物の普及その他の事例等々，

いずれも驚くほどよく現実をトレースしているとい

ってよい．

　確かに，（1）現実との対応関係を検証する検定法

が不十分なことや，（2）時間軸に変換した時，S字型

曲線との関連が不明確なこと，（3）あるいはモデル

において，どこまでが仮定でどこからが現実の先取

りなのか判然としないことなど，まだ幾つか解決さ

れねばならない問題点が残されていることは，確か

である．

　しかし他方で，シミュレーションの結果がきわめ

て良好である以上，（1）予測に利用できるこどや（2）

またモデルの諸仮定に含まれる確率過程や相互接触

的普及現象などの諸前提が正当化されうること，

（3）さらには通常分析が困難な組織や制度の普及も，

地域構造との関連でかなりの程度，把握可能である

ことなど，地理学的普及分析の貢献は決して小さく

ない．ただ1点だけ気になることは，こうした普及

現象のような社会的事象にあって，空間的距離のも

つ本質的意義が，そこでは必ずしも明らかではない

ことであろう．

c．政治学・経営学などの場合　政治学における普

及問題の研究は，その研究対象領域が多少異なるこ

ともあって，必ずしも多くはない．しかし全く皆無

というわけではなく，Walker［1969］やGray

［1973a］らにより》連邦政府の政策決定に対し，各

州政府がどのようにその導入実施に踏み切ってゆく

かという政策普及の問題をめぐって，研究の先鞭が

つけられた．

　しかしこの間題は，地方政府の中央権力との距離

（連携関係）や各地：方政府自体を同質的なものと見倣

しうるのか否かといった問題を中心に，論争を引き

起こす結果となった15）．論争にはさらに，考察対象

となる政策が，一連のセットとして扱われることの

適否の問題（すなわち政策相互間の関連性や補完性

の問題）もまた持ち込まれたため16），議論は一層錯

綜したといえよう．

　しかし問題の本質は，地方政府の中央政府に対す

る関係を，どう理解するかという点に帰着するもの

と思われる．つまり前者の意志決定が，階層性のな

かで比較的強く後者の意志に左右されると解するな

らば，州政府間の特性に多少の差異があろうとも，
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基本的には地方政府相互間の対抗意織（Emulation

Effect）が，強く普及を促進すると考えても大過ない

であろう．それに対し，もし前者は後者に対して強

い自立性を持つ政策決定機関であると考えれば，各

地方政府の有する様々な異質性，例えば政党勢力地

図や連邦政府との人的つながり，あるいは産業構成

人口比や一人当り所得水準，また官僚機構の完成度

や伝統的地域主義の強さ等々が，より重要な要因と

して作用することは十分に考えられうるのである．

　つまりWalker－Gray論争の背後には，こうした

本質的認識の相違があったというのが，我々の見解

に他ならなヒ．なお問題は少し異なるが，日本の勧

業政策における各府県間の対抗意識現象も，このよ

うな文脈において理解する方が，より分り易いかも

しれない17）．また政治社会学の主要な課題の1つと

して，社会暴動の連鎖反応・伝播の問題があるが，

そこでは相互に接触はないと考えられるにも拘らず，

Hamblin　et　aL［1973第7章］やPitcher　et　aL［1978］

などによっても示されているように，普及は減衰型

指数曲線ではなく，ロジスティック曲線ないしゴン

ペルツ（Gompertz）曲線の形態をとっていることは

興味深い．あるいは逆にいえば，相互交渉モデルの

解釈はそれ程単純でないことを，それは示唆してい

るのかもしれないのである．

　経営学における普及問題の研究は，その歴史は必

ずしも長くはないもの㌧，このところ著しく盛んで

あるといってよい．とりわけ7上滑πoの劇6α11勉紹一

6α語㎎伽4So磁1　C加㎎rθ誌や2吻η㎎6〃z6窺Sび

θη66誌あういは〃召漉θ’勿gS碗ηoθ誌等々を中心

に，多くの研究が陸続と発表されている．それらに

共通な特徴は，上述の雑誌名からも推察されるよう

に，モデル分析と推計方法に最大の重点が置かれて

いることである．これは恐らく経営学の性格上，予

測とい5ことが重視されざるをえない以上，やむを

えないことかもしれない．しかしその反面，問題が

時に形式的に流れすぎることが，無いとはいえない

のである．

　もとよりそこには，次のような幾つかの経営学独

自の特色ないし貢献が見い出される．1つには，

Bass［1969］の研究以来，新製品とくに更新需要を当

面考えないですむ耐久消費財の新製品の普及問題が，

精力的に検討されてきたことである18）．とりわけ価

格低下に伴う需要拡大の効果や，学習効果（それを

費用面から捉えた経験曲線として）の意義など，新

しい方向への展開が模索されている．

　2つには普及に際して，広告は1種の情報源とも

なりうる機能に着目し，普及モデルの中に広告支出

を陽表的に導入したことである19｝．これは，経済学

における同様な発展方向と軌を一にするものである．

　また3つには，Fisher＆　Pry［1971］の代替化

（Substitution）モデル以来，技術革新の普及を，既

存製品に対する新製品の代替化過程としてマーケッ

ト・シェアで捉えることにより，モデルの推定をよ

り精緻化させたことである2ω．たΨしこれは普及モ

デルとしては，Mans丘eld［1961］来の経済学におけ

る標準的ロジスティック・モデルと本質的に同一で

あるといってよく，たf問題を生産物市場に限定し

て論ずるところに，その特色を有するといえよう．

以上の如く経営学でも，考え方の基本は革新者に対

する模倣者の経済（費用）的距離という根本概念で普

及現象を捉えるという意味において，経済学とほビ

同一の立場に立っていると考えてよいのである．

　なお経済学の問題へ立ち戻る前に，人類学の普及

研究にも，一言だけ言及しておこう．技術普及に対

する人類学の主たる関心ないし分析視点は，通常異

なった文化圏で生産された，あるいは異なった文化

的背景を持った技術が，ある社会へ移転された際に

引き起こす社会的反応・変化，すなわち文化変容

（Aculturation）の問題のうえに，おかれているとい

ってもよいであろう．従ってここで我々は，主とし

て1つの社会経済システム（ないし文化圏）内におけ

る技術普及の問題を考察対象としているがため，人

類学の問題意識とは，や、ずれるところがある．

　だがまた視点が異なるがゆえに，そこから受ける

示唆も大きい場合が多い．今ここでは，後の議論と

も間接的に関連してくる次のような文献を指摘して

おけば十分であろう．途上国での筒収量品種の普及

問題との関連で，Spicer［1952事例2と4］や
Straus［1953］，　Bose［1962］などが，また技術移転と

社会構造の関連では，Firth［1929］や吉田［1977］な

どがある．

d．経済学における展開　先に我々は，新古典派経

済理論の均衡分析や諸仮定のもとでは，技術普及の

実体をほとんど満足に捉えられないことを確認した．

また他の隣接諸科学の分野でも，より深くその実体

に迫りうる種々の手法や概念が，模索されつ＼ある

ことをごく簡単に紹介した．しかしそれでは経済学

では，そうした動きや試みが全く無かったかという
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と，必ずしもそうではない．すなわちそれは，新古典

派経済理論の技術進歩論を離れ，遠くSchumpeter

的な本来の動学理論へ立ち帰ることから始めること

であった．

　例えばNelson＆Winter［1974］は，その点をはっ

きりと自覚し，より現実的な企業モデルから模倣問

題をも含めた企業の技術革新活動を捉え返そうとす

る試みであるといってよい．そもそも技術革新の普

及伝播とは，まずひと握りの企業家精神に富んだ革

新者達（それをRogersのように，最初の数パーセン

ト’と規定するかどうかは別として）により，新技術

の企業化を通じて果敢に導入された後，多くの追随

者・模倣老達が，各々自己の期待収益率やリスクの

評価に基づき，漸次導入してゆくプロセスに他なら

ないがゆえ，代表的企業・消費者め概念，あるいは

完全情報や完全予見の世界の仮定とは，およそ相容

れないものであることは，改めて論ずるまでもない．

　換言すれば，それは非予見的世界で引き起こされ

た不均衡状態に対し，種々の異質性を含む各経済主

体が，順次調整してゆく過程であるといってもよい

のである．こうした本来の最も正統的不均衡動学の

立場から普及問題を論じたものに，岩井［1981］

［1982a，b］がある．そこではまだ，外部性の仮定は

残されているものの，数多くの斬新な知見が得られ

ている．

　他にも，完全情報の世界を否定し，広告という情

報媒体との接触を通じて商品の販売・購入が実現し

てゆく一種の普及モデル（これは後に経営学に引き

継がれ，る）として，Gould［1970］やGlaister［1974］な

どがある．また企業間の人的資源の差異やリスク評

価のバラツキ，あるいは企業者利潤の変化などを考

慮に入れることにより，新たな展開の可能性がある

ことが，Kislev　＆　Schori・Bachrach［1973］や

Stoneman［1983第7章］，　Metcalfe［1983］らによっ

ても示され，ている21）．

　なお視点をもう少し現実世界に転ずる時，確かに

普及現象は，生じた不均衡への一種の調整・適応化

の過程と解されるもの＼，そこには需要と供給のい

ずれの要因がより強く働いているか，ということが，

経済学的アプローチではまず問題となろう．例えば

先のGrilichesの分析では，明らかに交雑とうもろ

こしの種の供給は制約条件とはならず，農家の需要

転換が普及を決める，すなわち需要主導型
（Demand－pu11）の普及と考えられていたことは明

らかである22）．
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　しかしもとよりすべての普及現象において，需要

要因がより支配的であるとはいえず，またBrown

［1981］のように，伝染病型の交渉（接触；Contagion）

モデル（それが相互的交渉であれ，一方的交渉であ

れ）がすべて，需要主導型の普及を暗黙裡に仮定し

ていると考えるあも，適切ではない．何故ならば，

交渉型モデルにおいて，仮に接触なり相互作用を主

たる情報の普及ルートと認めたとしても，そのこと

と普及の決定要因とは，同一ではないからである23｝．

　むしろ我々は，需要主導型の普及か供給主導型

（Innovation・push）のそれかは24》，技術革新のタイ

プすなわちより正確には，技術革新の供給者と需要

者の庫離（所有する情報量の差によって測られる）の

大小によって決定されると考えるべきであろう」例

えば，試験場によって開発・完成されることの多い

農業の交雑技術の場合25），新技術の需給冷間の距離

はきわめて大きいがゆえ，農民がその有用性を認め

るにつれ，技術革新は普及浸透する，つまり需要主

導型の普及であるといってよい．

　それに対し工業技術の場合は，技術革新の供給者

と需要者がしばしば同一の企業であったり，あるい

はそうでなくとも，供給者側が需要老と緊密な連携

をとりつ、新技術を完成させたり改良するなど，ま

た需要者側も通常技術革新の内容を十分把握する必

要があるだけでなく，類似技術の開発を行なってい

る複数の供給者の中より選別採択するなど，両者の

距離は相対的に小さいといえよう．

　従って生産者市場の競争程度や研究開発投資の規

模あるいは関連原材料市場の革新可能性など，供給

者側の要因がより大きく，どの程度普及を可能なら

しめるかを規定していると考えられる．そこにはも

とより，Rosenberg［1972］の指適するような関連す

る技術改良や模倣技術の出現等々の問題が含まれて

いるだけでなく，日本の経験は，便しろそれらが供

給主導型の普及にとって如何に重要であるかを示唆

しているといってもよいのである26｝．なお同じ工業

技術の普及でも，生産工程の改良（Process　Innova－

tion）普及ではなく，新製品の続発（Product　Innova－

tion）普及の牛合には，需給酒間の距離は大きく需

要主導型の普及に属すると考えてよいであろう．

　かくして需給いずれの型の普及であるかによって

もまた，その普及速度の決定要因は大きく異なって

来ざるをえないのである．例えば前者の場合には，

期待収益率や需要者の技術教育水準などが大きな意

味を持ちうるのに対し，後者の場合には，Mansfield
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第3図2つの普及モデルと普及曲線

　　　　　　　　普及率（F）

　　　　　　　　　1．00

　　　0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時間
　　　　　　　　（a）　相互交渉モデル

［1961］やRomeo［1975］らが主張するように，資本

設備の分割可能性や市場の競争程度などが，より有

効な変数となってくるであろう．

　このように経済学で普及問題を考察する際には，

まず需給を支配する市場要因を優先的に検討すると

ころに，その特徴があることは言うまでもない．だ

がそうした経済的変数だけでなく，普及組織や普及

推進者（Agent）等々の問題をも含φた制度的要因も

また，普友一般の効率性を規定するうえできわめて

重要な役割を果していることは，改めて指摘するま

でもない．従ってその意味からも，とくに普及問題

の分析にあっては学際的なアプローチや幅広い視点

からの分析が，大きな意味を持ってこざるをえない

と考えられるのである．
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3．S字型曲線の解釈とその推定モデル

A．交渉型モデル　技術革新の普及伝播は，しばし

ばS字型曲線の形態をとりながら進展してゆく二

とが，よく知られている．しかしそれが，何故S字

型なのかあるいはまたその意味をどう理解するかは，

それ程単純・容易なことではない．他方S字型曲

線にも，種々形状や特性の異なるものが含まれ，そ

れらに応じて持つ意味もまた当然異なってくること

は，多くの論を侯つまでもなかろう．そうした形態

的分類や統計的特性の整理に関しては，すでに

Richards［1959］やLekva11＆Wahlbin［1973］，

Meade［1984］，　Mahajan＆Peterson［1985］などの

明快な先行業績が利用可能であるゆえ，ここではS

字型曲線の解釈という視点から，問題点を整理して

おきたい．

　S字型曲線を導出しうる統計モデルには，大きく

分けて2つの解釈・立場がありうる．すなわち1つ

は，技術の普及情報は人々相互間の接触・交渉を通

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　時間
　　　　　　（b）　一方的交渉モデル

じて流布浸透すると考える（A）交渉型モデルであり，

他の1つは，技術革新の採用は，そのための種々の

条件が一定水準に達したところセ実現すると考える

（B）臨界値（Threshdd）モデルである．このように

たとえ同じS字型曲線が得られても，その背後にあ

る普及メカニズムの考え方には，大きな相違がある

ことに留意しておく必要があろう．

　第1の交渉型モデルは，さらに（a）相互交渉型と

（b）」方的交渉型に分解されうるが（第3図参照），

その基本は，伝染病の流行モデルに強く影響をう・け

た前者に在ることは言うまでもない．いまある経済

で，技術普及の潜在的総対象者数を1V，’時点での

既採用者数をNα）とする時，相互交渉型モデルで

は，その普及の進展を

　　　　認〉ω　　　　　　　　　　　　N－1＞（’）
　　　　　　　篇βw（’）・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
　　　　　4’

として，あるいは普及率F（彦）≡N（彦）四とおく時

響）一岬ω（・一F（の） （7）

として捉えるのである．

　すなわち，すでに技術革新を採用した人々の一定

部分が未採用者と接触することにより，さらにその

一部が採用者へと変化してゆくことが想定されてい

る．確かにこれは，接触感染をくり返す伝染病の場

合，きわめて分り易いモデルといえ，また化学の領

域でも，自己自身が触媒となる時の自触反応
（Autocatalysis）モデルとして，よく知られ，ている．

　なお第（6）式は完全分離型の微分方程式であるか

ら，容易に積分され（αを積分定数として），

　　　　　　亙
2＞（’）＝
　　　　1十θ一（α＋βの

（8）

第（8）式のようなロジスティック曲線が得られ’る27）．

それは r・うに・その変曲点（券壱π）に関
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して点対称であり，また裾野部分がやや厚い点を除

けば，累積正規分布曲線とほぼ同一の形状をしてい

るといってよい．しかも第（8）式は，ロジット

（Logit：Z）変換をすれば，

　　　　Z≡1・9刃黒，）一・＋β’　（・）

と著しく簡潔な形になることもあり，Griliches

［1957］やMansfield［1961］だけでなく，数多くの普

及分析で利用されている最も代表的なS字型曲線

である。

　そこでの普及速度係数βは，しばしば誤解される

が，第（9）式からも分るように比率M（N－N）の変

化率に関して一定なのであって，いわゆる普及速度

魏’については明らかに変動し，その変曲点で最

大値β／4をとる．なお地域的・産業的に大きく異

なるこのβを，Griliches［1957］は収益率の差に回

帰し，またMansfield［1961］は収益率と必要投資規

模の函数と考え，テーラー展開により線型化したう

えで第（6）式と結合したことは，よく知られている．

　他方，技術革新の情報は，必ずしも普及対象者相

互間の接触を通じてのみ普及するとは限らず，その

母集団の外部から，宣伝広告やセールスマン・普及

促進員などの一方的活動を通じて普及伝播すること

は，十分に考えられる．直そうした一方的交渉モデ

ルは28》，

　　　　響）一β（1＞一N（’））　　（・・）

と表わされ，その普及函数は，第3－b図のような減

衰的指数曲線となる．

　だがこうした普及形態をとる事例は，論理的には

十分考えられても，現実には必ずしも多くはない29｝．

事実新製品の普及の場合にも，指数曲線の形態をと

ることは稀れで，一般にS字型の曲線となるため，

その背後には「くちコミ」（Word・of－Mouth）効果が

あるものと想定されるのが，通例である30）．

　以上のような2つの交渉型モデルには，当然種々

の制約や問題点が含まれており，それらを克服する

ためのいくつかの方向が模索されつ、ある．その第

1は，技術革新のタイプによっては，普及曲線がS

字型となっても，その変曲点に「 ﾖして（点）対称とは

ならないことが知られ’ている．つまり比較的採用の

容易な技術や新製品の普及の場合には，その変曲点

がや＼早期に訪れることが確認されている31》．また

継続的に技術改良が続けられ，普及の対象者総数な

いし飽和水準が実質的に拡大する場合にも，同じ現

象が認められる32）．こうした状況では一般に，
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　　　　餐彦）一釧’）（1091V－1092＞（’））（・・）

第（11）式のようなゴンペルツ曲線（第3－a参照）へ

のあてはめが，有効なことが多い．この他Floyd

［1968］やSharif＆Kabir［1976］，Easingwood　et　aL

［1981］らによっても，さらに可変性の高い非対称的

S字型普及モデルの開発が試みられている．

　第2の方向は，相互交渉モデルを一方的交渉モデ

ルと結合し，ロジスティッ．ク・モデルの多様化を図

る試みである．これはまずBass［1969］モデルとし

て33），第（12）式のような形で与えられ，その後

認〉（’）一β、（刃一N（，））＋釧夢），N｝塑

　　漉　　　　　　　　　　　　　　　　　　1V

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）

Easingwood　et　al．［1983］らにより，さらに弾力的

なモデルが考案されている．他方，ロジスティック

曲線では所与とされる潜在的採用者数2Vが，市場

の開拓につれ拡大する動二化の試みも．，Mahajan＆

Peterson［1978］やSharif＆Ramanat血an［1981コら

によって開始さ去ている34），

B．臨界値モデル　以上のような交渉型モデルは，

基本的に技術普及のための情報がどのようなルート

で流布してゆくのかという観点から組み立てられて

いる．あるいはより卒直にいえば，伝染病流行モデ

ルを基本に，解釈し直し正当化したモデルであると

いってもよいかもしれない．しかしそれでは本当に，

このモデルが普及情報のルートを正しく把握し，そ

の結果として納（説）得・採用という行為の普及浸透

過程を捉えているのかという問題になると，はなは

だ大きな疑義を感じざるをえない．例えば明らかに，

一方的交渉モデルで把握可能と思われ’る社会暴動の

連鎖現象等々も，S字型曲線になる（346頁参照）な

ど，普及問題の本質は，こうした接触一情報一採用と

いう連鎖とは別なところにあるとも考えられるので

ある．

　今その対案として我々は，全く異なった視点に立

つ臨界値モデノレを簡単に考察しておく必要があろう．

そこでの普及に対する考えは，新技術の採用を強く

促進する主要な要因（例えば生産性の上昇度や費用

低下率あるいは品質の向上やそれらの組み合わせ

等々）の値（複数要因の時は，その1次結合の値）が

ある許容限界に達したと判断される時，個々め潜在

的需要者は採用に踏み切るが，1その判断には人によ

り多少のずれがあり，通常ある一定値の周りで正規
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分布をするものと理解されていることである．

　ここで重要なことは，まず1つに，普及現象を採

用一間副用という2値データの集積によって捉えて

いることであり35》，また2つには，それを説明（普及

決定）要因軸上のS字型曲線（第1図参照）として理

解していることである．従って，もし説明要因の値

が時間とともに上昇してゆくのなら，それは

Rogers［1962］のタイプ別採用者分布ならびに時間

軸上のS字型曲線と一致するものと思われ，る．あ

るいはまた逆に，我々が説明要因軸上のきわめて低

い数値で採用に踏み切る人々を，革新者と呼んでも

それはかまわない．

　こうした臨界値モデルの典型は，プロビット

（Probit）モデルであり，それは

　　　Z∈｛0，1｝，ゴ＝1，…，1＞．

　　　　　　　　　　　　　れ　　　P（Z＝11X｝）＝P（α≦Σ∂ゴXがlXl）

　　　　　　　　　　　　　’

　　　　一・（Σ一一∫1　滋ぬ（・3）

と表わされる．もとよりこ，こでの（・）は，標準正規

分布の異積分布函数であり，各日は独立にして，

X｝間に線型関係はないものと想定されている．

　すなわちX）・が，先の普及促進要因を示し，観測

値から我々はその貢献度あを推定しうる．今こう

したプロビット・モデルによる普及分析としては，

Bonus［1973］やDavid［1975］，清川［1977］，　Davies

［1979］，清川［1980］，Stoneman［1983］などがある．

そこで重要なことは，なによりもまず企業規模や市

場の競争度あるいは所得分配の状態といった普及の

決定要因そのものの分析に，主たる眼目が置かれて

いることである．確かに相互交渉モデルでも，普及

速度係数βの支配要因の分析がなされており，その

意味では両者の差はそれ程大きくないともいえる．

しかし臨界値モデルにあっては，あくまでも決定要

因の分析が主であり，その確定後に普及曲線がS字

型をとるか否かを確認すれば十分野時間自体は促進

要因ではないので）なのである．たf要因の決定に

当っては，ミクロの変数とマグロ変数の関係，ある

いは時系列データとクロスセクション・データの組

み合わせ方等々に，十分な配慮が払われる必要があ

ろう．

　なお付言すれば，第（13）式のψ（・）の代りに第

（8）式のロジスティック函数を用いたものが，いわ

ゆるロジット・モデノレである．既述のように，それ

は累積正規分布曲線の形状とほ・r同一であるがゆえ，

分析結果にもまたほとんど差異は生じないといえよ

う36）．しかも一般に計算はロジット・モデルの方が

はるかに容易であるにも拘らず，通常我々がプロビ

ット・モデルを採用するのは，その確率密度函数と

して正規分布を仮定することの正当性・便宜性によ

るものであるといえる．同様な意味で，線型確率モ

デルによる分析もまた一応可能ではあるが，その便

宜性を除けば，やはり最適特性の点において，多く

をプロビット・モデルに譲らざるをえないことは，

周知のとおりである37》．

　以上我々は，技術普及分析の理論的背景や統計的

推定モデルの特質等々について整理を行ってきた．

そこで次に日本の経験に関する分析を中心に，実証

面から普及問題の実態をごく簡単に確認しておこう．

II技術普及とその促進要因の実証分析

1．国際間普及と導入技術の定着

　技術の国際間普及に関する分析は，数多く存在す

る38）．しかしその多くは，ここでの視点と若干異な

り，技術移転論とでも呼ぶべきものにして，移転（移

植）された技術が，その後国内でどう普及したかが

分析把握されることは，まず無いといってよい．

　すなわちそこでの主要な関心事は，ある技術が他

国へ移転された揚合，そこで技術的・経済的に如何

なる変容を遂げるのか，いいかえれば移転に伴う適

応化の問題に在ると考えられるのである．それとい

うのも，今日の途上国への技術移転問題に象徴的に

みられるように，一般に国際間の技術普及には，著

しく難しい問題が含まれているからである．例えば

その典型は，機械技術は一応移転されたもの、，そ

れが1つの隔絶地（Enclave）となってその社会から

完全に遊離した形で存続する場合や，移転後その労

働生産性や製品の品質が以前のものとは比較になら

ないほど変化してしまう場合（こうした事例は現実

にきわめて多い）は，一体普及とみなしうるのか否

かという定義の問題すら存在しよう．

　今その1つの解決策は，国際普及の問題を扱う際

には，異質な経済（社会）への普及は除外し，同質的

な経済への普及のみを対象とすることである．しか

しそれでもなお十分慎重かつ掘り下げた分析が必要

であるが，Nabseth＆Ray［1974］はその線に沿った

ものといえよう39）．

　また第2の対応策は，比較的標準化された安定的

な技術を選び，むしろ積極的に異質な経済へ技術普

及がなされた場合の調整・適応化の問題をとりあげ
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ることである．例えば酸素製鋼法の普及を扱った

Maddla＆Knight［1967］や，労務管理の視点から火．

力発電技術の国際的普及を分析した司馬［1973］など

は，この範疇に属するものと思われる．

　第3は，異質な経済へ技術が普及した場合に生ず

る生産組織の変容や技術自体の改変などを，受容側

の視点から検討し，国内普及のための条件を考察す

ることである．これはまさに先に触れた人類学の文

化変容論の問題でもあり，今後に多くの成果が期待

される．それと同時に経済学の側からも，まず移転

された技術が定着するための諸条件や要素賦存度に

応じた適正化（いわゆるAppropriate　Tec㎞ology

問題），あるいは国内普及を左右する市場条件等々

の問題が詰められなければならないのである4の．

　歴史的に顧みても，Habakkuk［1962］やJeremy

［1981］などにも示されているように，国際間の技術

普及が長期的な経済発展にとり，きわめて重要な意

義を有していたことは，多言を要しない．とりわけ

その技術構造や社会構造が，適度の異質性と類似性

を兼ね備えた国家論の技術普及は，相互の持続的技

術発展にとってほとんど不可欠であることを，歴史

は示唆していよう．その意味でも日本の場合，中国

との技術交流がきわめて重要であったことを，改め

て銘記しておく必要がある41｝．

　今後南北間の技術移転。技術普及は，ますます盛

んになることは疑いないが，それに応じ本格的な技

術普及の研究もまた促進される必要があろう．その

際，異なった社会や経済における技術普及のメカニ

ズムを比較究明してゆくことこそ，今後の普及研究

をより豊かにしてゆく原点に他ならないといえる．

2．農業技術の普及

　農業技術の普及に関する研究が，1代交雑種の問

題を中心に展開してきたことは，すでにも指摘した

とおりである．1900年にメンデルの法則が再発見

され，それ’を契機に改めて雑種強勢の意義が再認識

され，多くの実用化の実験が繰り返されるに到った．

その結果アメリカでは，1代交雑（F、）種とうもろこ

しの実用化ならびに普及が，1920年代に入り種苗会

社の市場参入とともに急速に進展するに到ったので

ある．そしてその普及状況をめぐる社会科学的分析

は，Ryan＆Gross［1943］によって先鞭をつけられ，

以後今日まで活発に展開されてきたといってよい．

　他方，実はこの雑種強勢を利用した1代交雑種の

秀れた形質に着目し，その実用化を企てる試みは，
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すでに日本では蚕に関して1910年頃に，ほぼ完成

していたと判断されるのである．すなわち遺伝学者

外山亀太郎を中心とする国立原蚕種製造所（のちの

蚕業試験場）は，早くも1914年に1代交雑種用原蚕

種を，無料で全国各地の製造所・講習所に配布し始

めたのである．しかもそれはその後幾多の改良を経

ながら，わずか10年後の1923年頃には在来種に対

する代替を，概ね完了していたことが知られている

（詳しくは清川［1980a，　b］参照）．

　今ここで我々が，やや詳しくこの問題に触れるの

は，まさにそこにこそB本の工業化を支えた急速な

普及現象の象徴的事実が隠されていると考えるから．

に他ならない．確かに蚕の場合には，とうもろこし

や稲など植物の場合に比べ，（1）蛾の交尾による掛

け合わせ・採種は，花粉の受粉・発芽などに比し，

制御・管理がはるかに容易なこと，（2）また生育期

間も短く，従って交配・選抜・固定に要する期間も

相対的に短かくてすんだこと，（3）さらに天候や土

壌など地域性に左右される面が，植物の場合に比べ

ずっと小さかったことが，蚕の1代交雑種の開発を，

アメ，リカのとうもろこしなどに先駆け成功させた大

きな要因であるといえるかもしれない．

　しかしたとえそうした事由を割引いたとしてもな

お，1910年代にほぼ10年で交雑種の普及を完成さ

せたことは，特筆に値するといわねばならないので

ある．そしてこの注目すべき事実の分析は，ほぼ時

を同じくしてDoi［1977］・土井［1983］と清川

［1980a，　b］により，異なった観点から行われ’ている．

つまり前者では，養蚕業との関連で普及問題が扱わ

れ，後者では，大製糸会社の先導的役割や教育・研

究活動などの制度的な普及促進要因が強調されてい

る．

　たゴそこでいずれの場合にも，収益性の変数が導

入されていないことに，留意しておく必要があろう．

蚕の1代交雑種の場合，在来種に対する優越性が大

きく，とりたて㌧在来種に固執する理由は旧い出せ

ないのである．従っていいかえれば，普及を支配す

る要因は，相対的生産性格差以外のところに求めら

れて然るべきなのである．

　なお以上のような蚕の1代交雑種の急速な普及に

際して，中央ならびに地方の蚕業試験場あるいは各

地の同業組合などが，支配的な役割を果たしていた

ことは改めて指摘するまでもない．同様に稲の品種

改良にあっても，農事試験場や系統農会がその普及

に際して果たした役割は大きく，一般に日本の農業
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技術の普及組織網は，かなり早い段階ですでに確立

していたと考えてよいように思われる．

　しかし戦後，占領軍の総司令部は，日本のファシ

ズムを支えた元凶の1つとして，農村部における低

い識字率（実際はきわめて高かった）と並んで，地主

制に支えられた非民主的・非能率的な普及組織網が

在ったと考え，その改革にのり出すこととなった．

その結果は，アメリカのスミス・レーバー法に則っ

た農業改良助長法が1948年に公布され，直ちに農

林業や蚕糸業の普及組織体制が再構築されるに到っ

たのである．

　いま上記のような認識の当否は別として，こうし

た一連の改革が，普及改良活動への大きな関心を呼

び起こしたことだけは確かである．その結果，普及

活動に関する調査や研究が一時期大いに盛んとなっ

たことが知られている．例えば内山［1950］や西村

［1952］，安田［1952コあるいは農業技術協会［1955a

～g］の一連の調査などは，その成果といってよいで

あろう．この他Lindstrom［1958］や小沼［1962］，菅

原［1962］あるいは宇野・青池［1967a］［1967b］，青

池・宇野［1972］［1973］などの調査が在ることにも注

目しておきたい．

　他方，安田［1952］などにも示されている如く，稲

の品種改良に対する努力は，すでに明治の初めの頃

より営々と続けられ，改良品種の普及もまた迅速で

あったことが知られている．日本の場合，交雑育種

法による新品種の育成は，1926年以降本格化したこ

ともあり，その全面的普及は戦後まで侯たねばなら

ない．しかし1910年頃までの神力や愛国，亀の尾，

坊主などいわゆる老農品種の改良・普及，あるいは

それ以後の純系淘汰法による陸羽20号や132号な

どのいわゆる試験場品種の普及。発展にも，著しい

ものがあったことは周知の事実である．そしてそれ

らの本格的分析は，鱒浦［1984］によってなされ，ま

たその先駆的分析としては速水・山田［1967］などが

ある．

　なお農機具の発達・普及は，1920年代の中頃より

顕著となるが，それらをめぐってはFrancks［1984］

や加古［1985］［1986］などが挙げられよう．また普及

に際して農会の果たす役割については大鎌［1987］が，

夏秋蚕と水稲保護苗代の普及については，それぞれ

新谷［1976］と大塚［1975］が，詳しい分析を展開して

いる．

　翻って顧みるに，こうした日本農業の技術普及の

経験は，今日の発展途上国のそれと，様々な意味で

著しい対照性をなしているものと思われる．いま後

者における高収量品種（HYV）の普及が抱える諸問

題については，例えばBrown［1981第8章］やその

参考文献などからも，十分目窺われるであろう．

　確かに緑の革命（Green　Revolution）と呼ばれる

今日の小麦や稲の高収量品種の場合，その在来技術

に対する異質性や生産性の格差などの大きさから，

農業構造全般に与える影響は大・きく，かつての日本

の経験とは直接比較可能でない側面も少なくない．

　しかし例えばインドの場合，今日ではその高収量

品種のインパクトが十分に大きいが42），他方では，

きわめて早い時期に，イギリス育種学の成果と結合

されたPusa研究所が設立され（1950年），小麦や棉

花，デュートなどの改良品種が次々と開発されるな

ど，後発国農業の普及問題を考える際の1つの素材

を提供していると思われ，る43》．

　そしてこうした途上国の様々な経験は，同時に他

方でまた，日本の農業技術の普及において，手作り

地主・老農の果たした役割や普及促進機関としての

町村農会，あるいは実務知識理解力（Functional

Literacy）を引き上げるうえでの実業補習学校の意

義等々について，改めて考えさせる視点を含んでい

るとも解されるのである．

3．工業技術の普及

　工業技術の普及現象を捉える場合，問題がや＼複

雑なため，まず最初に簡単な整理をしておぐ必要が

あろう．いま考察対象となる新しい技術が普及を開

始するに当り，それ以前にすでにその市場には代替

的な技術が存在していたか否かにより，問題の核心

は大きく異なってこざる．をえない．例えば後者の場

合，つまり技術革新が前例のない程画期的なもので

あるとか，あるいは明治期の日本や今日の多くの途

上国のように，技術体系の大きく異なる新技術が輸

入される場合には，まず普及以前にその技術の適格

性を確認する作業，例えば技術選択や最適規模の選

択あるいは産業選択といった問題の検討が，より重

要な意味を持っていることは疑いない．

　そしてそれらが解決された後に普及は開始される

が，その場合にも市場規模との関連で，新技術の資

本設備に分割可能性があるか否かにより，状況は大，

きく異なってくる．例えばいま明治期日本の事例で

いえば，後者としては洋式鉄鋼技術を，前者として

は近代綿紡績技術を想定しておけばよい．すなわち

いずれの場合にも，た＼ら製鉄法や手紡技術などの

亀



技術普及の経済分析

在来技術は，それらの代替技術であったとは見倣し

えないし，また当時の謡扇規模を与件とする時，不

分割性ないし最適最小規模が存在したと思われる鉄

鋼技術の場合，製鉄所が2，3建設され」ぱ，それで

もう十分であったといえる．

　いいかえれば後者の場合には，基本的に普及問題

は存在しないといっても過言ではないのである．ま

た前者の綿紡績技術のような場合，新技術の需要者

と供給者が各々有する情報量には格差が大きいがゆ

え44），その普及はすでにも指摘した如く，需要主導

型の普及になると想定されよう．しかし清川［1985コ

でも明らかにされているように，そこでのより重要

な問題は，普及の問題ではなく，技術選択の問題で

あっ左ことが知られている．

　以上のことを裏返していえば，普及問題ぷ決定的

な重要性を持つのは，まさに代替的技術が存在する

場合についてなのである．ただ現実には代替的技術

が存在しないようなケースは，数としてもそれ程多

くないうえ，一度そのような技術が導入されてしま

えば，以後は関連する技術革新が生じた場合にも，

代替的技術が存在するケースに変わることはいうま

でもない．従って換言すれば，工業化の進展ととも

に，代替技術が存在する事例は急増することとなり，

それに伴い普及問題の重要性もまたいや増すことは，・

多くの論を倹つまでもないのである．

　これまで工業技術の普及に関する分析は，比較的

鉄鋼技術と繊維技術のそれに集中してきたが45），日

本の場合，その工業化の過程を念頭におく時，上記

の理由とも併せ，特に後者の問題が決定的に重要で

あったこともあり，繊維技術の普及をめぐる研究が，

相対的に豊富である．

　もとよりそれは，綿紡績菜や製糸業・織布業一般

に関する遠しい数の質の高い分析に支えられたもの

であることはいうまでもない．従ってそれらのなか

にも，部分的に普及現象に触れたものが少なくない

が，ここでは比較的技術普及の視点の濃い．もののみ

．を挙げておく，．まず綿紡績技術に関しては，欧米の

分析も盛んであるが46），日本の興味深い事実の分析

としては，Saxonhouse［1974］や中岡ほか［1986第1

～2章：各中岡・石井稿］などが指摘されよう．特

に前者では，紡連の意義が強調されている．

　製糸技術に関しては，清川［1977］や中岡ほか

［1986第2章］，清川［1986］などによって，西欧製糸

技術ならびに多條繰糸機普及の意義が分析されてい

る．ここでもまたきわめて急速な普及のみならず，
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市場の競争性や模倣技術の競争的開発など日本独自

の普及要因が，大きく働らいていることが認められ

よう，

　他方，力織機による手織機の代替化すなわち力織

機技術の普及に関しても，異なった視点からの幾つ

かの分析がある．例えば南ほか［1982］や清川［1984］，

杉浦［1988］，南・牧野［1988］では，それぞれ力織機

化に際しての工場制度の意義や同業組合あるいは電

化の重要性など，相異なる要因が強調されており，

はなはだ興味深い．なお電動機や電灯の普及に関し

ても，南［1976］や杉浦［1978］［1982］などの分析があ

る．

　ところでこうした工業技術の普及現象を分析する

際に重要なことは，Rosenberg［1972］も指摘してい

るように，技術革新というものは，多くの場合突如

生起するのではなく，幾多の副次的改良（Minor

Improvement）の積み重ねの結果として出現するこ

と，また1つの技術革新が他の技術革新をも呼びお

こし，相互に関連し合いながら連続的に展開してゆ

くものであるという認識をもつことなのである．

　もちろん農業技術の場合にも，そうした連続性や

副次的改良の重要性が看過されうるわけではないが，

工業技術の場合に，より一層大きいと考えられるの

である．なぜならば農業の技術開発は，通常膨大な

研究開発投資を要することに加え，開発に長時間を

要しリスクが大きく，創始者利潤も小さいことなど

から，一般に個人開発の域を越えており，従って公

的試験機関の手に委ねざるをえない場合が多いから

である．

　それに比し工業技術の開発にあっては，多くの場

合，副次的改良の余地が大きく，また特許システム

もある程度機能しうるがゆえ47｝，企業が自ら開発に

のり出す利益は十分大きいのみならず，市揚が競争

的であれば，逆にその努力を怠る時，企業の存続自

体すら危くなる可能性も高いのである．なお付言し

ておけば，こうした工業技術と農業技術の差異が，

普及に際しての供給主導型普及と需要主導型のそれ

との対照性につながっていることは，明白であろう．

　さて上記のような競争的開発の結果，大きな技術

革新の普及浸透過程ゼは，それに伴う幾多の副次的

改良や開発が，観察されうるのが通例である．そし

てそれらはしばしば，特許や実用新案の集中化現象

として把握されうることが，Kiyokawa［1984］や中

岡ほか［1986第2章］，大塚［1987］などによって示さ

れ，ている．つまりそれは換言すれば，いわゆる模倣
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的開発が，普及の補完的促進に不可欠な働きをして

いることを示唆しているとも解されるのである．

　もしそうであれば，それは他方我々に，企業家精

神とか革新者といった概念の拡大化を迫るものでも

あるかもしれない．なぜならば，それがたとえ改良

模倣的であるにせよ，そこにはやはりなにがしかの

革新性や企業家精神が含まれていることは，疑いな

いからである，その意味でも今一度，とりわけ後発

工業化国における革新者や企業家精神の概念を，再

検討する余地があると思われるのである．

4．普及促進機関と経済制度の普及

　すでにも指摘した如く，社会学や地理学など隣接

諸科学の普及研究では，普及に際して普及促進機

関・普及促進員（Cha㎎e　Agent）などの果たす役割

を，きわめて重要視する．事実日本の経験を顧みて

も，様々な普及組織が担った役割は大きく，それを

抜きにしては，日本の普及問題は語れないといって

も過言ではないのである．

　例えば農業技術の場合には，大鎌［1987］も指摘す

るように，農事試験場制度と並んで系統農会の末端

が目覚しい働きをしたといっても，ほとんど異論は

ないであろう．また在来産業にあっては，しばしば

同業組合が新技術普及のための補助金を出すとか，

その専属技術員が新技術の普及指導を行うなど48），

やはり積極的に技術の普及に関与していたことが知

られている．

　同様に，近代輸入技術を擁する産業の場合には，

Saxonhouse［1974］も明らカ・にしているように，大

日本紡績連合会のような業界団体が，あるいは清川

［1985］に指摘される如く，紡連の紡績技師懇親会な

どの連絡交流組織が，最新技術情報の普及に大きく

貢献していたことは，疑うべからざる事実である．’

　他方日本の場合には，全国各地で開催された彩し

い数の様々な博覧会や共進会が，技術知識の普及に

著しく貢献していたこともまた，看過されてはなら

ないであろう49）．共進会や品評会の開催が，各地に

おける同業組合や農会の組織化を大いに促進した一
方，．

ﾝ立された同業組合や農会が今度は逆に，頻繁

に共進会や品評会を開催し，在来産業の様々な技術

改良や農産物の改良品種に関する具体的情報を，相

互の競争と協調に基づき周辺各地へ普及させたので

ある．また多くの産業博覧会では，最新の輸入技術

や特許新製品が展示・解説され，全国各地での模

倣・改良技術の開発を促すのに大きく与っていたこ

とが知られている．

　このように技術普及の促進機関や促進団体には

種々あものがあり，またそれらの有効性や効率は，

日本の社会構造や市場構造と深く結びついていたこ

とは改めて指摘するまでもない．いま日本の農事試

験場制度や蚕業試験場制度は，それ自体国際的にみ

てもそれ程遜色ないと思われるが，仮にその形式的

完成度の点で，アメリカの普及組織網（Extention

System）などに比べ劣っていたとしても50），それは

それなりに日本的社会構造の中で，十分によく機能

していたと考えられよう．すなわちこうした普及制

度や組織の有効性は，農村リーダーの性格や企業に

おける技術者の位置，あるいは経営者の企業家精神

や市場の競争性などとの関連において評価されなけ

ればならないからである．

　他方，工業化の進展過程では，技術普及を図る普

及組織の充実も重要ではあるが，同時に新しい経済

組織・制度の普及もまたそこには必要不可欠なので

ある．例えば歴史的に顧みても，画期的な技術革新

の導入・普及を図る際には，同時にそれと併せ工場

制度という新しい生産の組織形態が導入されざるを

えないことが多かったのである．

　例えばそうした事例は，織物業や製糸業における

力織機技術や西欧製糸技術の導入に際して，ほとん

ど不可避的にみられた現象であることが，南・牧野

［1988］や清川［1984］［1986］などによっても指摘され

ている．これは単に原動機の採用や集中生産方式に

よるコスト削減という生産組織上の問題だけでなく，

新しい分業システムや品質管理あるいは技能・熟練

に対する監督指導など管理組織上の要請でもあった

のである．つまりそれは別の表現をすれば，まさに

在来産業自体の近代化過程でもあったと解されるの

である．　　　　　　　　　’

　こうした工場制度はさらに，新しい賃金制度や教

育訓練シスデムあるいは交代制や休日制など，様々

な生産・管理方式の発展拡充を伴っていたが，次第

に工場制度そのものが広く社会へ浸透するにつれ，

そうした生産組織の原理・ルールは，社会システム

全体へも影響を与えるようになることは疑いない．

その意味で技術革新の導入普及は，経済制度のみな

らず社会制度一般の変革とも不可分であると考えら

れるのである51｝．従って経済組織の普及やそれを支

える文化や理念の普及もまた，普及理論の観点から

捉えうるような分析枠組が，今後早急に模索されな

ければならないといえよう．



技術普及の経済分析

　以上我々は，技術普及の経済分析に関する諸問題

を整理し，かつ先行業績の展望を行ってきた．もっ

ともそこでは，どのように技術普及を捉えるか，あ

るいはまた普及を．めぐる諸概念には，どのような問

題点があるのかといった論点や考え方の整理に力点

を置いたため，既存研究の展望に関して1ま，必ずし

も十分ではないところがあるかもしれない．とくに

日本経済をめぐる普及分析の包括的展望論文は，内

山［1950］以来皆無に近いため，今後こうした幾つか

の試みを積み重ねながら，少しずつ掘り起こしてゆ

くより仕方がないかとも思われる．

　なお技術普及の経済理論分析は，岩井［1981］

［1982a，b］にも見られる如く，明らかに着実に進歩

を重ねているといってよい．しかし，恐らく理論化

が最も困難な分野ということもあ．り，未だ理論分析

と実証分析の距離は，著しく大きいといわざるをえ

ないのである．

　だがそれは，実証分析の側にも大きな責任があり，

これまでめところ普及促進要因に関する事実分析す

ら，決して十分ではないのである．しかも現実の著

しい多様性のなかで，共通の分析枠組みはおろか，

分析概念の統一整理すら，はなはだ困難な状況にあ

るといっても過言ではないであろう．

　それは1つに，技術普及という現象が，採用者の

心理や性格あるいはその人間関係に依存していたり，

普及速度が市場条件や技術的条件のみならず，普及

制度や普及促進団体の効率性にも依拠するなど，き

わめて錯綜する要因と絡んでいることにも起因して

いると考えられよう．

　そのなかで我々は，特に普及制度・組織の果たす

役割の分析が，技術普及分析の鍵を握ると考えるが，

これまでのところまだその十分な分析枠組みはない

といってよい．従って今後の研究方向としては，そ

の解明がまず第1に考えられるが，それには1つに，

学際的な視点を確保することと，また2つには，本

格的な国際比較研究を通じ，実態的な市場概念を深

化させることが挙げられよう。とりわけ後者は，技

術移転やその受容に際しての接触的側面だけではな

く，それぞれの国における国内普及の本格的な比較，

研究を行うことにより，普及分析の新しい出発点を

築きうる橋頭量かもしれないと考えられるのである．

　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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　＊　本稿の準備に際しては，文部省の特定研究経費よ

り助成．を受けたことを記し，謝意を表したい．

　1）Rogers［1983］の第2章を参照のこと．

　2）　Rogers［1962］［1983］のほか，内山［1950コ，　Katz

et．al．［1963］，　Jones［1967〕，　Misra［1968第2章コ，杉浦

［1976］，Davies［1979第2章・第3章］，　Brown［1981第

2章］などがある；

　3）　γは付加価値で測った生産量，κは資本ストッ

ク，Lは労働の雇用：量，’は時間を示すものとする．

　4）　経済学における標準的な定義や理解については，

清川［1975a］などを参照のこと．たfしここでは，技術

情報を内部化し専有可能ならしめようとする特許制度の

問題は，当面措くものとする．なお普及については，

Arrow［1969］も参照のこと．

　5）　これは第1モデルであるが，．第2モデルの場合も，

本質的にはあまり変りない．

　6）混乱を避けるため，原著の記号は一部，変更され

ている．．なお4は，企業の研究開発投資によって生産さ

れた技術知識の一部が，他企業のそれと重複している比

率を示す．またここで、R戸R，δ5＝畠が仮定されている．

　7）資料的には，Ryan，　B．　and　N．　Gross，“Accep・

tance　and　Diffusion　of　Hybrid　Com　Seed　in　Two

Iowa　Colnmunities，”、R2∫θσ7漉β％〃θ伽（Iowa　Agricul・

ture　Experiment　Station，　Ames），No．372，1950が最も

詳しいといわれるが，筆者未見．

　8）Griliches［1957］の脚注45（522頁）のほか，　Dixon

［1980］の1458頁などをも参照のこと6

　9）この論争に関する文献としては，ほかに
Griliches［1960a］［1962］，　Rogers　＆　Havens［1962］，

Babcock［1962］などがある．

　10）H．E．　Pembertonをはじめ，1930年代・40年代

の先行業績については，比較的Misra［1968］の文献目録

が詳しい．

　11）Hagerstrand［1967］は，1953年のスウェーデン

語版からの翻訳であり，従ってここでは1950年代以降，

スウェーデンを中心に地理学の普及分析が盛んになった

ことを意味している．

　12）　詳しくはTaylor［1975］を，またDodd［1950］も

参照のこと．

　13）　例えば杉浦〔1977コやBro㎜＆Philliber［1977］

などがある．またCasetti＆Semple［1969］は，距離変

数によってもロジスティック曲線がえられることを示そ

うとしたものである．

　14）　もとよりモンテカルロ・シミュレーション法は，

MIFを使わない形でもしばしば応用されることは言．う

までもない．例えば杉浦［1978b］やその引用文献などを，

参照のこと．

　15）Walker［1973］やGray［1973　b］，　Eyestone
［1977］などを参照のこと。・また我々は，この問題はMa・

hajan　et　a1．［1977］のように，回帰分析の決定係数が高け

れば解決するとは考えない．Cyr［1983］もこの問題を扱

っているが，その主眼は，推定における自己相関バイア

スの除去問題にあるといってよい．

　16）先のEyestone［1977］のほか，　Ferry＆Kraemer

［1978］などを参照のこと．また問題としては，先の
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Coughenour［1964］とも関連してくる．

　17）例えばそれは，斉藤［1984］や清川［1988］などに

よ？て指摘されている．

　18）　Bass［1980］やHeeler＆Hustad［1980］，　Tigert

＆　Fadvar［1981コ，　Dolan＆　Jeuland［1981］，　Kalish

［1983］，Jφrgensen［1983］などの他，数多くある．

　19）Horsky［1977コ，　Dodson＆Muller［1978］，　Ho玲

ky＆Simon［1983］やその参考文献などを参照のこと．

　20）　Blackman［1972コ［1974］，　Stapleton［1976］，

Sharif　1浮jabir［1976］，　Sahal［1981第5章］やRandles

［1983］などを参照のこと．

　21）ゲーム論的な展開を模索するものとしては，Rein－

ganum［1981］などがある．

　22）Griliches［1957］，515－16頁．それは同時に，完

全情報の世界で収益性という条件が臨界値を越えさえず

ればよいと考えていたとも解される．その場合には，後

述の接触情報流布型ではなく，ロジット臨界値モデルに

近いともいえよう．

　23）Brownは，具体例としてはHagerstrand型の採
用局面を重視したモデルのみを挙げているが，その指摘

．内容は，より大きな普遍性を持つものと思われる．また

ここで指摘したような理由により，普及組織や普及促進

者の機能や役割を陽表的に導入しても，それはあくまで

も普及速度や普及効率を左右する情報チャンネルの問題

であって，それ自体がBrownの主張するように，供給

主導型普及モデルへの変換を助長するとは考え難い．

　24）　需要主導型・供給主導型の区別は，Gold［1981］

やDosi［1983］らによって初めて持ち込まれたといえよ

う．またWamer［1974］の整理も有用で．ある．

　25）交雑とうもろこしや近年の小麦・稲の高収量品

種だけでなく，戦前日本の農林番号系稲品種や蚕の1代
交雑種などすべてに共通する．安田［1952］，崎浦［1984コ，

清川［1980a，　b］などを参照のこと．．

　26）詳しくは，清川［1977］［1984］などを参照のこと．

　27）時にはPear1－Reed曲線とかBerkson曲線とも
呼ばれ，計量生物学では，戦前から，しばしば用いられて

きた．分布曲線である．

　28）　この相互交渉・一方的交渉という用語は，母集、

団ないし社会システムの内部・外部という観点から，内

部的影響のあるラデル・外部的影響のあるモデルと呼ば

れることもあるlLekvall＆Wahlbin［1973］やMaha－
jan＆Peterson［1985］参照．

　29）　わずかにColeman　et　al．［1957］やFourt＆

Woodlock［1960］，Coleman［1964第17章］，　Hamblin　et

aL［1973］などが挙げられる．

　30）例えばDodson＆Muller［19マ8］やTapiero
［1983］，Mahajan　et　a1，［1984］などを参照のこと．

　31）例えばDavies［1979第3～4章］やMeade
［1984］などにも，．それは指摘されている．

　32）Dixon［1980］の場合は，この事例に該当すると

我々は考える．アメリカの1代交雑とうもろこしは，
1960年代・70年代も改良が続けられ，反収の増加が著

しい．しかしそれは品種改良だけでなく，肥料や密植法

など関連条件の改善によるところも大であるといわれる．

　33）　Bass自身は，第1項を革新者の採用部分，第2．

項を模倣者の採用部分と理解しており，形式的統合より

はむしろ実態的な把握を意図していたのかもしれない．

　34）一般にロジスティック曲線の推定には，強い自

己相関を伴うことが知られ』ている．Davies［1979第2
章］，Cyr［1983］，　Dixon［1980］など参照．その他推計法

上の諸問題については，Oliver［1964］やBretschneider

＆Mahajan［1980］，　Sc㎞ittlein＆Mahajan［1982］，

Olson［1982］などを参照のこと．

　35）　もっとも推計に際しては，2値（Binary）データ

の観測値を適当な単位（X｝とは独立な基準で）毎に集計

し比率化することも可能であり，またその方が一戸に良

い推定結果をえられることが多い．現在，以下のモデル

の計算手法は，多値データの場合にも拡張されているが，

普及分析に際しては，2値で十分と’思われる．

　36）　δ5の値が，標準偏差の倍数（π／π≠1．81）分だ

け，ロジット分析の時の方が大きくなる点を調整すれば

よい．なおロジット分析の応用事例は，必ずしも多く1ま

なく，例えばOster［1982コや杉浦［1988］などが在る．

　37）被説明変数がこうした2値データをとるモデル
の推定手法に関しては，Cox［1970コやAshton［1972］，

Wringley［1976］，　Aldrich＆Nelson［1984］などの標準

的教科書で，十分に尽されている．なお潜在変数の場合

にしばしば使われるオージブ（Ogive）モデルは，本質的

にプロビット・モデルと同一と考えてよい．

　38）例えば斉藤［1979］やMan曲eld　et　a1．［1982］など

の他，その参考文献も参照のこと．

　39）他にBundgaard・Nielsen［1976］やHeeler＆
．Hustad［1980］などがある．

　40）一例目して清川［1975b］などを参照されたい．

　41）　日中間の技術交流に関しては，例えば古田
［1984コ［1985］や吉田［1989］などを参照のこと．

　42）HYVの経済分析は評しい数に昇るが，ここで
は比較的最近の調査2点Pandey［1989］，　Bhatia［1990］

を挙げるに留める．より詳しくは，それらの参考文献を

考照のこと．

　43）周知のように，研究開発の面ではそれなりの成
果が在ったが，普及に関しては，パンジャブ地方の小麦

や棉花を除き，著しく多くの問題点を抱えていたといっ

てよい．

　44）　これは部分的に，技術格差の概念とも重複する

といってよい．なお技術格差仮説ならびにその時の普及

パターンについては，清川［1975b］を参照されたい．

　45）鉄鋼技術の普及については，Nabseth＆Ray
［1974］やOster［1982］，またその参考文献を参照のこと．．

　46）先のJeremy［1981］のほか，　Sutherland［1959］や

Feller［1966］，　Metcalfe［1970］などが在る．

　47）　日本で特許制度が，比較的よく技術情報の専有‘

権を保護した例としτは，カサブランカ式ハイドラフト

紡機やノースロップ型管換え式自動織機などが挙げられ

るかもしれない．しかし一般には，類似技術の開発で特

許の抵触は回避出来ることが多いゆえ，むしろ逆に特許

の保護は，競争的技術の開発を促し，実質的には技術普

及を妨げることは，ほとんどないと考えてよい．

　48）　織物同業組合や養蚕組合，蚕糸業同業組合の活

動については，清川［1980a，　b］［1984］などを参照のこと．

　49）詳しくは，清川［1988］を参照されたい．．

　50）戦後アメリカ型の普及システムが導入されたこ
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